






















































1 ソニーは 38 名の取締役を 10 名 (3 名は社外取締役 ) に減少し、執行役員に 27 名 (7 名の社内取締役は兼任 ) が就任した。
2 政府は上場会社に社外取締役の選任義務化や役員報酬決定の開示強化に向けた会社法改正案を 2019 年 10 月の臨時国会
に提出し、2020 年の施行を予定している。




















































（2018）を参考にしてまとめたのが表 1 である。 
 冒頭で触れたが、コーポレートガバナンス・コードに法的拘束力はない。行動規範に規定する内容
について原則的には遵守すべきだが、できない（やらない）場合は相当の理由を説明すべきであると
いったコンプライ・オア・エクスプレイン（Comply or Explain）の考え方に基づいている。 
 















独立社外取締役の活用→持続的成長と中長期的な企業価値の向上に貢献できる人物を 2 名以上選任すべき。 





































表 3 改訂コーポレートガバナンス・コードの変更と新設 
項目 改訂の概要 
取締役会の機能強化 ＜独立社外取締役の活用＞ 



































5 経済産業省 (2018b)41 ページ。
6 詳しくは青木 (2017) を参照のこと。
7 詳しくは経済産業省 (2018a) を参照のこと。
8 東京証券取引所 (2019a)9 ページ。
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である（図 3 参照）。 
 東京証券取引所（2019b）によれば、コーポレートガバナンス・コードの 90％以上の原則を実施し
10 東京証券取引所 (2019b)4 ページ。
11 https://www.itochu.co.jp/ja/files/corporate_governance.pdf(2019 年 9 月 1 日アクセス )
12 https://www.panasonic.com/jp/corporate/ir/pdf/pcg.pdf(2019 年 9 月 1 日アクセス )

























ている上場会社の比率は第 1 部が 85.3％（2017 年は 93.0％）である10。78 原則を実施する比率は第
1 部が 18.1％（2017 年は 31.6％）、第 2 部が 1.2％（2017 年は 4.0％）である。コーポレートガバナ
ンス・コード改訂後は実施率が全体として低下していることがわかる。 
 




以下では東京証券取引所第 1 部の 3 社の事例についてコーポレート・ガバナンスに関する報告書を
参考にして、若干の紹介をする。 








 ツムラは 2017 年 6 月、コーポレート・ガバナンス体制の強化を目的として監査役会設置会社から







                                                 
10 東京証券取引所(2019b)4 ページ。 
11 https://www.itochu.co.jp/ja/files/corporate_governance.pdf(2019 年 9 月 1 日アクセス) 
12 https://www.panasonic.com/jp/corporate/ir/pdf/pcg.pdf(2019 年 9 月 1 日アクセス) 
13 https://www.tsumura.co.jp/corporate/governance/pdf/governance.pdf(2019 年 9 月 1 日アクセス) 
14 味の素は 9 名の取締役 (3 名は社外取締役 ) のうち、女性が初めて取締役常務執行役員に就任し、社外取締役 1 名も女性
である。セガサミーホールディングスは 10 名の取締役 (4 名は社外取締役 ) のうち、女性の外国人が初めて社外取締役に
就任した。
15 30％ Club Japan によれば、東京証券取引所第 1 部の上場会社のうち、株価指数 (TOPIX)100 を構成する企業の女性役員



































16 詳しくは青木 (2016) を参照のこと。
企業における改訂コーポレートガバナンス・コードの適用状況と課題―コーポレート・ガバナンス改革との関連で―
― 111 ―
9．おわりに
コーポレートガバナンス・コードは社外取締役の確保、取締役会の有効性の向上、経営者の指名、報
酬などに関する任意の指名委員会、報酬委員会の活用、ESG情報の開示といったように多岐にわたって
いる。攻めのガバナンスの実現に向けて企業が取り組む一方、企業不祥事が跡を絶たない現実がある。
特に東芝のように買収した海外子会社のガバナンスをどう管理するかといった問題がある。まさに1990
年代のコーポレート・ガバナンス改革の問題と一致するところがある。時代背景や経営環境は変わって
いくが、今後のグループとしてのガバナンスに対してどのように舵を切っていくかが問われてくる。コー
ポレート・ガバナンスを推進するための社内体制の構築は不可欠であり、経営者の責務に関わってくる。
コーポレート・ガバナンス強化に向けた社外取締役の役割は重要であるが、経済団体によっては社外
取締役をめぐる議論の見解が異なっている。社外取締役の形式要件を整えれば、企業価値が上がり、経
営の透明性が確保され、企業不祥事の温床となる芽を摘むことができるかといえば実際は難しい。経営
者が意図的に隠蔽した場合は非常勤の社外取締役が真相をつかむのは不可能に近い。社外監査役がいて
も内部監査部門に調査を命じる権限はない。社外取締役や社外監査役が立場上は独立役員としても慣行
的に経営者の強い意向に異論を挟むのは難しいことが指摘されている。コーポレート･ガバナンスの制
度作りに着目すると社外取締役、社外監査役のガバナンスの実効性が問われてくる16。
繰り返される企業不祥事を抑止、防止するためには経営の健全化を図ることが必要となってくる。企
業不祥事は最終的には自己の意識、行動、倫理観に関わってくる。経営のプロフェッショナルとして確
固たる経営理念と経営倫理に基づいたリーダーシップを発揮できる経営者が切望されている。コーポ
レート・ガバナンスの制度作りよりもその仕組みを戦略的に使いこなせる経営者の育成が最重要課題の
一つである。
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